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資－１６ 

 

 

 国立公文書館法（平成１１年法律第７９号）（抄） 

 

  第１５条 国の機関は，内閣総理大臣と当該国の機関とが協議して定め

るところにより，当該国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書

等の適切な保存のために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 内閣総理大臣は，前項の協議による定めに基づき，歴史資料として 

重要な公文書等について，国立公文書館において保存する必要がある

と認めるときは，当該公文書等を保存する国の機関との合意により，

その移管を受けることができる。 

３ 前項の場合において，必要があると認めるときは，内閣総理大臣は， 

あらかじめ，国立公文書館の意見を聴くことができる。 

４ 内閣総理大臣は，第２項の規定により移管を受けた公文書等を国立 

公文書館に移管するものとする。 

 


